
要 望 書 

  

横浜地方裁判所相模原支部における合議制裁判の実施について 

  

 貴職におかれましては、ますますご健勝のこととお喜び申し上げます。 

 横浜地方裁判所相模原支部は相模原市及び座間市を管轄しており、管内の人口が

８５万人を超え、令和３年の刑事事件（新受）は２３８件、民事通常訴訟（新受）

は５９０件に及んでいます。管内の人口、取扱件数ともにこれより少ない支部にお

いて合議制が実施されているにもかかわらず、相模原支部では、県内４つの支部の

中で、また、指定都市に設置されている支部の中で唯一、合議制の裁判が行われて

おりません。 

このため、管内で発生した刑事重大事件や医療過誤訴訟などの裁判や、合議制の

裁判が前提となる「裁判員制度」についても、相模原支部においては実施されてお

らず、本管内の住民は、身近な場所でこれらの裁判を受ける機会を失っている状態

にあります。 

相模原市議会及び座間市議会並びに神奈川県弁護士会においても、「合議制を導入

するよう求める」決議がされ、最高裁判所や国会・内閣に対しその導入を求めてき

たところであり、合議制による審理を行う体制を整えることは、市民全体、法曹界

を含めた強い願いで、その早期実現は急務であると考えております。 

本管内においては、現在、リニア中央新幹線駅の設置が進行しているほか、小田

急多摩線の延伸に向けても取り組んでおり、相模原市及び座間市を一帯とするエリ

アは将来的に大きく発展することが見込まれ、市民が裁判所や裁判制度との関わり

を持つ機会は、ますます増加していくと考えております。 

また、相模原支部は県内の支部において唯一内陸に位置しており地盤が強固であ

ることから、災害対策の観点として、有事の際に備え機能拡充を行い、本部のバッ

クアップ機能を有する施設として位置付けるには最適であると考えられます。 

こうした状況から、相模原支部における合議制裁判の早期実施を強く要望しま

す。 
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